

















































































































































































域・自治体(1 ) j W経営と経済~ 69巻 2号， 1989年9月， 111-113ページ，参照。
(3) 経済企画庁調査局編『構造調整の進展する地域経済』大蔵省印制局， 1988年， 199ペー
ジ。
(4) 向上編『景気拡大が浸透した地域経済』大蔵省印刷局， 1990年， 28-9ページ。
企業都市の概念と構造的特徴 33 
(5) 経済同友会『企業白書 0987年度版H，5ページ。
(6) 日本銀行「大型景気の下における企業経営動向についてJr調査月報~ 41巻1号， 1990 
年1月， 2 -30ページ。









































































































































































































(1) 島崎 稔「戦後日本の都市類型化の試みJIr中央大学90周年記念論文集・文学部j1975 
年 9月， 121-62ページ。同「戦後日本の経済=社会と重化学工業都市J(島崎 稔・安




















( 4) 和田八束「企業都市の性格と地域経済JW都市問題研究~ 18巻6号， 1966年6月， 28-9 
ジベ
(5) 中瀬 弘「企業都市の実態と問題JW都市問題~ 65巻2号， 1974年 2月， 4ページ。
(6) 羽田 新・山下道子「問題の所在J(舘逸雄編『巨大企業の進出と住民生活』東京大
学出版会， 1981年)， 5ページ。

















































表 1 製造業の本社機能等による所得移転 (単位:10億円)
1975 77 79 80 81 82 83 
北海道 ム13 ム1 42 ム25 14 31 ム7
東 ~t O ム39 ム98 ム109 ム146 ム68 ム137
関 東 1， 317 1，776 2，539 2，511 2，914 3，271 3，419 
ゴヒ 陸 ム122 ム167 ム280 ム314 ム295 ム251 ム255
東 海 ム453 ム675 ム681 ム542 ム937 ム1， 125 ム1.422 
近 畿 ム365 ム388 ム798 ム803 ム812 ム959 ム680
中 国 ム283 ム292 ム491 ム518 ム387 ム603 ム603
四 国 ム63 ム44 ム53 ム43 ム56 ム24 ム74
九 州、| ム17 ム172 ム181 ム205 ム295 ム272 ム240
全国計 O O 。 O 。 。 O 
東 尽 2，098 2，795 3，802 4，039 4，617 4，862 5，242 
愛 知 17 ム28 96 315 62 ム116 ム105












































(含関連事業所) 総 数 利用度
①事業所数 箇所 10 3，014 0.3% 
①従業者数 人 3，815 77，028 5.0 28.2 
①現金給与総額 億円 134 1，914 7.0 39.9 
④付加価値額 億円 374 4， 142 9.0 51. 4 
①製造品出荷額 億円 1， 425 10，028 14.2 80.9 
⑥敷地面積 ha 146 831 17.6 
⑦水道使用量 rJ/日 1，500 21， 000 7.1 




















表3 圏域別の産業集中の状況 (単位:億円， %) 
全国 大都市圏(A)大都市周辺国但) (刈+(B) 地方圏
(億円) (%) (%) (%) (%) 
鉄 鋼 173，349 57.0 33.9 90.9 9.1 
石油(石炭)製品 136，019 55.7 29.8 85.5 14.5 
化学工業製品 201， 860 55.2 32.4 87.7 12.3 
金属製品 122， 165 57.9 21. 9 79.7 20.3 
一般機械 226， 190 58. 1 24.8 82.9 17.1 
電気機器 391， 410 53.9 25.4 79.3 20. 7 

























表4 工業地帯建設に伴う財政収支バランス (単位:億円， %) 
基盤整備投資額 税増収額 資金回収額
(A) 但) (C) 
(B+C) -A  
国 p31(35% ) 524(43% ) ム549
民
142 
府 p'叩(56) 255 ( 21) 782 ム661155 
北泉
市 27i ( 9) 438( 36) 156 
合計 3，053(100) 1， 217 (100) 782 ム1，054
(富山2) 
国 289 ( 30) 63 ( 29) ム226
県 650( 68) 78( 36) 250 ム322
高岡
市 19( 2) 77 ( 35) 59 
合計 957(100) 218 (100) 250 ム489
(大3) 
県 725 88 497 ム227
市 361 141 174 ム188
分











(3) 県税の増収額は， 1964ー 73年度，県の投資額は1964-74年度。市税の増収
額と投資額は1964-75年度。
(資料)(1)は遠藤宏一『地域開発の財政学』大月書庖， 1985年， 69ページ。 (2)は北
日本新聞社編集局編『幻の繁栄 新産都市二十年の決算』勤草書房， 1984年，
211ページ。 (3)は奥田宏司「大分新産都と大分県・市財政J~研究所報(大











表 5 主要新産業都市・工業整備特別地域の施設整備の実績 (単位:億円， %) 
計画 第 1次基本計画 第 2次基本計画 第 3次基本計画
(1964ー75年度) 0976-80年度) 0980-85年度)
投資 構成比陶 投資 構成比陶 投資 構成比(%)
実績額 生産 生活 実績額 生産 生活 実績額 生産 生活
地区 (名目) 関連 関連 (名目) 関連 関連 (名目) 関連 関連
富山・高岡 4，094 66 34 5，718 48 52 7，699 43 57 
新 岡山 県南 6，994 51 49 7，473 40 60 8，469 35 65 
産 東 予 2， 124 69 32 3， 715 44 56 4，019 39 62 
地 大 分 3，322 64 36 5，248 40 60 5，400 37 63 
区 日 向・ 延岡 1，676 56 44 1，795 51 49 1，803 46 54 
不知火・有明・大卒田 6，042 54 46 9，014 36 64 10，984 36 64 
合計(その他共) 71，766 55 45 98，247 41 59 119，615 39 61 
鹿 島 2，953 77 23 2，313 40 60 2， 160 36 64 
工
播 磨 9，650 54 46 11， 421 33 67 13，742 26 74 
地特区 備 後 4， 704 60 41 5，008 36 65 5，866 37 64 
周 南 2，191 60 41 3，908 45 55 4，245 41 59 





























































































































表 6 東海市の会派別当選者の推移と出身階層 (単位:人， %) 
験 業(1986. 3) 鉄鋼企業
1970. 3 1978. 3 1986. 3 
会派 農業 会社員自営業団体職員無職 出身議員
緑水クラブ 18( 52.のV/ 17(47.2% ) 11(34.4F6 ) 6 2 3 
市 友会 1l( 32.4) 1O( 27.8) ll( 34.4) 10 1 
公 明党 2( 5.9) 2( 5.6) 4( 12.5) 2 
社 会党 1 ( 2.9) 2( 5.6) 2( 6.3) 2 
共産党 1 ( 2.9) 3( 8.3) 2( 6.3) 
民 社党 O( 1 ( 2.8) O( 
無 所 属 l( 2.9) 1 ( 2.8) 2( 6.3) 2 
ムロ Z十 34 (100 ) 36 (100 ) 32 (100 ) 8 14 4 2 4 14 
(注)(1) 1978年 3月の選挙は無投票。
(2) 1986年 3月選挙の市友会1名のうち 7名は新日鉄(うち l名は下請組合








































































































































































財政上の 特 例 措 置
国庫補助負担金 地方債 地方交付税
喜代行立管施r 名署望負区 分 法律.制度又は範策の名称
対 補の助引上負担げ率 総
書事の鉱大展 場上室の引げ 給は型補又元給盟
地税の被取方締んて 脇公M 院 そ
備考
象一 一 t品h 




I 地続開発 後進地核特例法 O 
新産業工特財政特例法 O O O O 
首都圏近銭圏及び中部圏 O O O O 
2 地紙振興 産炭地減量量輿臨時指置法 O O O O O 
A 離島娠興法 O O 
地減整備の撒進 3 終定地減
過疎地減活性化特別措置法 O O O O O O P建設代行
辺地財政特例法 O O O 
山村復興法 O P建設代行
北海道開発事業 O 
奄美群島娠興特別措置法 O O 
小笠原諸島復興特別措置法 O O 
沖縄娠興開発特別措置法 O O O 
半島娠興法 O 
4 広続行政 広波市町村圏 O P投資浦正
l 国家的プロ 筑波研究学園都市建設事業 O O O 
ジヱクト 新東京国際空港周辺整備財特法 O 
防衛随設周辺の盤備等に関する法律 O 
琵琶湖総合開発特別措置法 O わ下流負担
B 水源地紙開発特別措置法 O P下流負担
特~プ晶ι 発電用施設周辺地戚整備法 O 
古都保存法 O O 
ロ









リゾート法 O O 
頭脳立地法 O 
多極分散法 O O 
l 復旧事業 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 O O O 
C 公立学校施設災害復旧費国庫負担法 O O O 
特株事情の宮2 隅条 件
激甚災害法 O O O O O 
災害教助法 O O 
臨時石炭鉱害復旧法 O O 
公害防止事業財政特例法 O O O O 
人口急培地域対策 O O O O 0事業費補正
























































































(3 ) 宮本憲一『社会資本論(改訂版u有斐閣， 1976年， 72-101ページ。
( 4) 自治省税務局編『地方税制の現状とその運営の実態』地方財務協会， 1987年， 4ベー
シ。
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(5) 遠藤宏一『地域開発の財政学』大月書庖， 1985年， 76-9ページ。
(6) 北日本新聞社編集局編『幻の繁栄新産都市二十年の決算ー富山・高岡の場合』勤
草書房， 1984年， 213ページ。
(7) 拙稿「炭鉱都市の『崩壊Jと地域・自治体(3 ) J r経営と経済~ 69巻4号， 1990年3
月， 32ページ。
(8) 向上論文，および「同 (4)Jr経営と経済~ 70巻 1号， 1990年6月，参照。
(9 )鈴木茂氏は，宮崎県清武町に立地した 1CメーカーO社とK社の固定資産税課税免



































町』・長崎一 JW経営と経済.n66巻l号， 1986年 6月， 72-6ページ。
なお，三菱資本は， 1889 (明治22)年の長崎市制施行以降，市議会に 1-2名の l級




















































(18) 萎沼朗寿『地域政策論(第 2次改訂版).]学陽書房， 1991年， 162-3ページ。
(19) 竹下譲「国と地方の関係の変遷一都市計画の策定を事例として一一 JW都市問題.]72
巻 2号， 1981年 2月， 36-43ページ。
。。坂本忠次「広域行政と地方自治J(林栄夫・柴田徳衛・高橋 誠・宮本憲一編『現代財


















。司 自治省編『地方自治の動向』第一法規， 1988年， 362-3ページ。
4 .結び
以上のように，戦後日本の企業都市においては，中央政府による企業国家
6 経営と経済
的な行財政制度と運営にパック・アップされて，巨大企業は地域の住民社会
と地方政治に対する労資一体的な地域支配の仕組みを構築し，これをベース
に地域の資源やインフラストラクチャー，地方財政に対する地域独占と，多
様な形態の地域独占利潤の取得を実現させてきた。取得された超過的な地域
独占利潤は，中枢管理機能をもっ大都市の本社に吸収移転され，それは再び
大企業の経営立地戦略に基づいて新しい内外の利潤源泉に再投資されている
のである。
その一方，企業都市の都市経済は，たんにモノカルチャー的となって大企
業への依存と不安定性を強めるだけではなく，頭脳部門を欠如させ，多様な
有機的経済機能を構築できぬ分工場都市と化す。また，大企業による資本蓄
積と様ざまな地域独占利潤の追求は，地域と住民生活の社会的基盤である土
地・水の専用や乱用を生み，公共的介入の弱点と生活基盤整備の遅れによる
環境問題や都市問題を激化させ，またそうした地域問題をひきおこしやすい
行財政構造を生み出してきた。さらに，それらの保証機構としてっくり出さ
れる地域支配の，わが国に特殊な政治的社会的仕組みは，企業都市の地域政
策を歪めて人びとの生活を圧迫するだけではなく，地域の民主主義を抑圧し，
歪めざるをえないのである。
このような企業都市の特徴的構造をふまえ，それと現代的地方自治との関
係について理論的，実証的にさらに検討を深めていくことは，次稿の課題と
したい。
